
 

 

 

中学生・高校生の母親が持つ統合失調症へのスティグマの 

決定要因に関する研究 

 

凌 一 葦 

新潟大学大学院医歯学総合研究科地域疾病制御専攻 

総合医療評価学講座情報科学統計学分野 

（主任：赤澤宏平教授） 

 

 

Demographic Characteristics Associated with Stigma towards Schizophrenia 

among Mothers of Middle and High School Students in Japan 

 

Yiwei LING 

 

Division of Information Science and Biostatistics 

Department of Informatics and Pharmaceutics 

Course for Community Disease Control 

Niigata University Graduate School of Medicine and Dental Science 

(Director: Prof. Kouhei AKAZAWA) 

 

 

 

 

別刷請求先：〒951-8520 新潟市中央区旭町道 1-754 

 新潟大学医歯学総合病院医療情報部 凌 一葦 

 

Reprint requests to: Yiwei LING 

Department of Medical Informatics 

Niigata University Medical and Dental Hospital 

1-754 Asahimachi -dori Chuo –ku, 

Niigata 951-8520 Japan 



1 

要  旨 

 統合失調症の初期症状は 20 歳前の中学生・高校生に出現する場合がある．初期症状を見

逃さないためには，中学生・高校生の親たちが彼らの心身の状態やその変化に細心の注意

を払う必要がある．一方，本人もしくは親たちが持つ統合失調症に対するスティグマ（社

会的烙印）は，この初期症状の否認と受診回避の 1 つの原因となりうる．日本の家庭では，

父親に比べて母親が子供の育児にかかる時間が長いことが知られている．そこで，本研究

は中学生・高校生をもつ母親を対象として，統合失調症へのスティグマの高低に影響する

因子の探索を統計学的に行った． 

 本研究のアンケート調査の対象は，中学生・高校生を持つ 38 歳から 57 歳までの母親 1,225

例である．本研究の解析に用いた人口統計学的な因子は 11 因子である．すなわち，母親の

アンケート時の年齢，子供の学籍，母親の学歴，アンケート時の居住地，配偶者の有無，

家族構成，職業，雇用形態，世帯年収，統合失調症の人との接触経験の有無，および，精

神保健福祉活動に参加した経験の有無である．中学生・高校生を持つ母親が統合失調症に

対して抱くスティグマの程度を計測するために，Link スティグマ尺度修正版を用いた．デ

ータ解析は単一因子解析と多変量解析の両方が行われた．複数の群間での平均値の有意差

検定は，Welch のｔ検定，Student のｔ検定および分散分析（ANOVA）により行われた．Link

スティグマ尺度のスコアの高低に有意な影響を及ぼす因子の抽出には，逐次変数増加法に

よる重回帰分析を用いた．この重回帰分析における従属変数は Link スティグマ尺度のスコ

アであり，説明変数の候補因子としてすべての人口統計学的な因子を用いた． 

 対象者 1,225 名のうち 89.7％の母親は年齢が 50 歳未満であり，大学卒業以上の最終学歴

を持つ母親は全体の 22.1％であった．また，就労形態が常勤以外である母親は全体の 83.3％，

世帯年収が 500 万円以上である母親は全体の 69.5％であった．統合失調症の人との接触経

験をもつ母親は 3.2％，精神保健福祉活動に参加した経験がある母親は 8.3％であった．ス

ティグマの程度に影響を与える因子を抽出する多変量解析を行った結果，スティグマを高

める因子として，居住地（東海・近畿地方以外の地域），配偶者なし，職業（医療従事者・

教育関係者・公務員），統合失調症の人との接触経験あり，であった． 

 本研究の結果より，日本における中学生・高校生の母親が持つ統合失調症へのスティグ

マの特徴が明らかとなった．スティグマを高める因子の中で，配偶者なしの母親や職業と

して医療従事者，教育関係者および公務員である母親に対して，適切な啓発活動を行うこ

とによりスティグマを下げる可能性があると考える． 

 

キーワード：スティグマ，統合失調症，母親，中学生・高校生，多変量解析 
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緒   言 

 

 統合失調症の前駆症状や初期症状は 20 歳前の中学生・高校生で出現する場合があること

が知られている 1)- 3)．一方，統合失調症に対するスティグマ（社会的烙印）は，統合失調症

の初期症状の否認と受診回避の一つの原因となりうる 4) 5)．中学生・高校生の子供を持つ親

のスティグマを取り除くことができれば，思春期に発症する統合失調症の早期発見，早期

治療につながる可能性がある 6)．スティグマを増長させたり減少させたりする背景要因や社

会的要因については，これまで多数報告されてきた．例えば，Corrigan ら，半澤ら，および，

種田らは，精神障害者に対するスティグマの程度を学歴，職業，精神障害者との接触経験

の有無の観点から報告してきた 
7)－10)．このように，統合失調症のスティグマに関する論文

は多数存在するが，好発期にあたる中学生・高校生の親を対象とした疫学的研究はあまり

存在しない．その中で吉井らの研究では，中学生・高校生を持つ父親と母親を対象として，

統合失調症へのスティグマに影響する因子を単一因子解析により探索した 11)．その結果，

職業，世帯年収，統合失調症の人との接触経験の有無，精神保健福祉活動に参加した経験

の有無が影響因子として抽出された． 

 一方，日本の家族においては，母親は父親に比べて中学生・高校生とより親密に接して

いるという報告がある 12)．吉武らは中学生・高校生の生活満足度を研究した中で，母親と

父親の養育態度を調査した．その調査結果として，親からの温かさ，助言，勉強サポート

について母親の得点が父親のものより高かった．そして，母親は中学生・高校生の養育に

おいて彼らと接触する頻度が高いことを示した 13)．したがって，母親が子供を観察し，子

供の精神状態の変化に気付く機会は多いと推測できる． 

 そこで，本研究は中学生・高校生をもつ 38 歳から 57 歳までの母親を対象にして，統合

失調症へのスティグマの程度の推定とスティグマの高低に影響する因子の探索を多変量解

析を用いて行った．中学生・高校生を持つ母親において，スティグマに重大な影響を及ぼ

す因子を研究することにより，スティグマを低減する方策や教育プログラムを客観的に策

定できると期待される．さらに，子供に初めて統合失調症の症状が出現した場合に，タイ

ムリーな発見や，適切な対応を可能とし，初期の重要な時点で受診できる可能性が高くな

る． 

 

対象と方法 

 

1．アンケート調査の対象 

本研究のアンケート調査の対象は，中学生・高校生を持つ母親である．アンケート調査

は，インターネットでアンケート調査を実施する会社に委託して行われた．この会社が契

約している調査候補者の中から中学生・高校生を持つ親 44,000 名を抽出した．そして，性

別と地域を層別因子として，各層の人口分布を加味した層化ランダム抽出法より 5,000 名を

選択した．この 5,000 名のうち本研究に関するアンケートに同意を得た 1,309 名の母親を研
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究対象とした．さらに，極端に若年および老年の母親を除外するために，母親の年齢に基

づき調査対象者を絞り込んだ．具体的には，出産に適した年齢を 25 歳から 39 歳までと定

め 14)
 
15)，中学生・高校生の在学年齢（13-18 歳）を加算した 38 歳から 57 歳までの母親 1,225

例を今回の調査対象者とした．そのうち，20 歳で出産し現在 18 歳の子を持つ母親の場合も

ありうるが，極めて少数例であったため，除外する必要はないと判断した． 

 

2．人口統計学的な因子 

本研究の解析に用いた因子は表１に示す 11 因子である．母親のアンケート時の年齢はそ

のままの値を連続データとして扱った．子供の学籍は，中学生，高校生の 2 値データとし

た．母親の学歴は岩尾らの報告を参考にして，中学・高校，専門学校，短大，または，大

学・大学院の 4 つのカテゴリーにした 16)．アンケート時の居住地は，北海道・東北，関東・

信越・北陸，東海・近畿，および，中国・四国・九州・沖縄の 4 つのカテゴリーにまとめ

た．配偶者の有無，および，家族構成が核家族であるか否かは，2 値データとして扱った．

雇用形態は Nawata らの報告に従い，常勤（フルタイム），パート・アルバイト，自営業・

家業従事・自由業，専業主婦，および，内職・その他の 5 つのカテゴリーにした 17)．職業

は Yoshii らの報告に従い，鉱業・建設・製造・エネルギー，情報通信・運輸，販売・マー

ケッテイング，サービス業，医療・教育・公務員，専業主婦，および，その他の 7 つのカ

テゴリーにした 18)．世帯年収（年金等含む）は，100 万円未満，100－300 万円未満，300－

500 万円未満，500－1,000 万円未満，および，1,000 万円以上の 5 つのカテゴリーに分類し

た．統合失調症の人との接触経験の有無，および，精神保健福祉活動に参加した経験の有

無は，2 値データとして扱った． 

 

3．Link スティグマ尺度 

 中学生・高校生を持つ母親が統合失調症に対して抱くスティグマの程度を計測するため

に，Link スティグマ尺度修正版を用いた（付録 I）．Link スティグマ尺度のアンケートには，

12 項目の質問があり，以下の 4 つの選択肢から，1 つを選択し点数化を行った．選択肢は，

1．全くそう思わない（1 点），2．あまりそう思わない（2 点），3．少しそう思う（3 点），4．

非常にそう思う（4 点）である．12 項目の質問のうち項目 1，2，3，4，8，10 の点数化に

ついては点数を逆順に変換した．つまり，解析上のスコアを 5 から母親が回答したスコア

を引き算して求め，スティグマの程度を他の項目と同様に 4 が最大のスティグマになるよ

うにした．スティグマ程度を表す上述のコード 1, 2, 3, 4 を，「最軽スティグマ」，「軽スティ

グマ」，「中スティグマ」，「高スティグマ」と呼ぶことにした． 

 

4．統計解析 

 データ解析には統計解析ソフトウエア SPSS（Ver.20）を用いた．複数の群間での平均値

の有意差検定は，Welch のｔ検定，Student のｔ検定および分散分析（ANOVA）により行わ

れた．正規分布に従うか否かは，正規確率紙へのプロットと Shapiro-Wilk の検定により検証
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した．Link スティグマ尺度のスコアの高低に有意な影響を及ぼす因子の抽出には，逐次変

数増加法による重回帰分析を用いた．この重回帰分析における従属変数は Link スティグマ

尺度のスコアであり，説明変数の候補因子として表 1 の 11 因子を用いた．一つの因子で 3

つ以上のカテゴリーを持つ因子については，それぞれのカテゴリーの条件に合う場合に１

を，それ以外の場合に 0 を付与したダミー変数を説明変数とした．重回帰分析における各

因子の有意性検定の帰無仮説は，その母回帰係数が 0 である，と表される．また，因子間

での多重共線性の有無を数値化する分散拡大要因 VIF（variance inflation factor）は，VIFi= 

1/(1-Ri
2
)で計算される．ただし，Ri

2は有意な因子 i を従属変数として，他の因子を説明変数

とした時の回帰モデルの決定係数である．VIF が 10 を超える変数は使わないこととした．

すべての統計解析は，両側検定で P＜0.05 有意差を定義した． 

 

結   果 

 

1．人口統計学的な因子の人数分布 

表 1 に人口統計学的な因子の人数分布を示した．対象者 1,225 名のうち 89.7％の母親は年

齢が 50 歳未満であり，大学卒業以上の最終学歴を持つ母親は全体の 22.1％であった．また，

就労形態が常勤以外である母親は全体の 83.3％，世帯年収が 500 万円以上である母親は全

体の 69.5％であった．統合失調症の人との接触経験をもつ母親は 3.2％，精神保健福祉活動

に参加した経験がある母親は 8.3％であった． 

 

2． Link スティグマ尺度の分布 

 Link スティグマ尺度の合計スコアの平均値±標準偏差は 32.8±4.4（点）で，範囲は 18 点か

ら 48 点までであった．表 2 に 12 項目の質問別にスティグマの程度を集計した．12 項目の

うち，項目 5 においては「軽スティグマ」を選択した母親が最も多く，全体の 51％であっ

た．その他のすべての項目においては「中スティグマ」を選択した母親が一番多く，その

うち項目１および項目 3 における中スティグマの割合は，それぞれ，63.3％，66.1％であり

他の項目より高くなっている． 

 

3．スティグマの高低に影響を与える因子 

 スティグマの程度に影響を与える因子を抽出するために，単一因子解析と多変量解析を

行った（表 3 および表 4）．表 3 の単一因子解析において，Link スティグマ尺度の合計スコ

アの平均値が有意に異なる人口統計学的な因子は，配偶者の有無（P 値＝0.019），職業（P

値＝0.036），統合失調症の人との接触経験の有無（P 値＝0.002），および精神保健福祉活動

に参加した経験の有無（P 値＝0.027）であった．すなわち，配偶者ありの母親の合計スコ

アの平均値は配偶者なしの母親のそれに比べて有意に低かった．職業については，情報通

信・運輸と専業主婦において合計スコアの平均値が他の職業に比べて低かった．統合失調

症の人との接触経験がある母親は経験がない母親に比べて，合計スコアの平均値が有意に
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高かった．また，精神保健福祉活動に参加した経験がある母親は，経験がない母親に比べ

て合計スコアの平均値が有意に高い値を示した． 

 人口統計学的な因子を候補因子とする重回帰分析の結果を表 4 に示した．重回帰分析の

結果，Link スティグマ尺度の合計スコアを高める要因としては，現居住地が東海・近畿以

外である（P 値＝0.016），配偶者なし（P 値＝0.040），職業が医療・教育関連もしくは公務

員である（P 値＝0.008），統合失調症の人との接触経験（P 値＝0.004），が有意水準 5%で有

意な因子として選択された．これら 4 因子を回帰モデルに入れたときのモデルの有意性検

定の結果，分散分析表より F(4, 1,224)＝6.794（P<0.001）であった．従って，上述の４項目

の因子を用いた重回帰モデルは，Link スティグマ尺度のスコアの説明に有意に役立つと判

定できる．このモデルにおける重相関係数は 0.148 であった．また，VIF（variance inflation 

factor）はいずれも 1 ぐらいと小さく多重共線性の問題はないと判定された． 

 

考   察 

 

統合失調症の発症は青年期（5-30 歳）にあたり 19)，それに先行する前駆症状や初期症状

が中学生・高校生で出現することがある．これらの初期症状を見逃さないためには，中学

生・高校生の心身の状態やその変化に細心の注意を払う必要がある．日本の家庭では，父

親に比べて母親が子供の育児にかかる時間が長いことが知られている 20)．このことから，

母親は中学生・高校生の養育により深くかかわっていると推察される．さらには，精神疾

患患者に対する感じ方は，男性と女性で性差が認められるとの報告がある 21) 22)ことからも，

母親は思春期の子らの心身状態をよく観察し，症状出現を感知しやすいのだと考えられる．

中学生・高校生の子供を持つ母親の統合失調症へのスティグマを低減することは，統合失

調症の早期発見，早期治療につながる．このような考えから，中学生・高校生の母親に限

定して，母親たちがスティグマを持つ要因を調査した． 

本研究では，Link スティグマ尺度を目的変数，いくつかの人口統計学的な因子を説明変

数とする重回帰分析を行った．その結果，スティグマを増長させる要因として，居住地（東

海・近畿地方以外の居住），配偶者なし，職業（医療・教育・公務員），および，統合失調

症の人との接触経験あり，が選択された．これらの要因の中で，居住地はスティグマ増長

の要因として他の研究ではほとんど言及されていない因子である．単一因子解析では 4 つ

の居住地間ではスティグマ尺度の平均値に有意な差は認められず，多変量解析でのみ有意

な因子として選択された．東海・近畿地方の中で，特に近畿地方は人権問題に深く取り組

んでいる地域である．例えば，大阪府教育委員会は，府下の小学校・中学校に外国人，障

害者，被爆者，ジェンダーなどの差別を含む人権問題全体を扱う副読本を 2008 年まで無償

配布していた．また，東海・近畿地方は外国人が多く人種の違いによる偏見を回避しなが

ら生活する環境が整っていると推察される．法務省平成 23 年度版在留外国人統計に基づき

計算すると在留外国人の割合は，北海道・東北，関東・信越・北陸，東海・近畿および中

国・四国・九州・沖縄においてそれぞれ，0.44％，2.04%，2.13％，0.81%であった．こうし
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た地域の特性が精神疾患に対するスティグマを低減させている可能性もある． 

配偶者なしの母親は 1,225 例のうち 94 例（7.7%）であり極めて少数例であった．この少

数例の集団は，夫との死別，夫との離別および未婚での子育てはいずれも社会的に差別や

偏見の対象となりやすく，実際にスティグマを受けやすい集団といえる 23) 24)．しかしなが

ら，そうした差別や偏見を受けた経験を持つ被差別者が差別者に転ずる“複合差別”を助長す

ることもありうる 25)
 

26)．また，今回のデータにのみ言えることかもしれないが，配偶者な

しの集団はありの集団に比べて有意に学歴が低いことが示された（データ非開示）．高学歴

の人はスティグマが低い傾向にあることは知られているが 27)，この知見から学歴の低い人

はスティグマが高いことも推察され，その結果配偶者なしの人が高スティグマとして表れ

た可能性がある． 

統合失調症の人との接触経験あり，または，精神保健福祉活動に参加した経験ありの母

親は，経験がない母親に比較してスティグマのスコアが高いことが示された．すなわち，

実際に統合失調症の人に接した際に，統合失調症患者が無人の部屋で人や霊などの気配を

感じたり，「自分のことを監視している」など誤った確信を持つのに驚くことも多い．この

ような経験の後では，患者へのスティグマは良くないと理性では認識しつつも，気づかぬ

うちに反感を持ったり，気味悪く思ったりすることが原因となりうる． 

統合失調症の人との接触経験あり・なしによるスティグマの評価は，研究によりいくつ

かの知見が知られている 9) 28) 29)．接触経験ありの人が高いスティグマを持ちやすいという今

回の解析結果を支持する論文として，種田らの論文がある．種田らは 290 名の一般住民を

対象として Link スティグマ尺度で精神疾患患者への高スティグマのリスク因子を解析した．

その結果，受動的な接触はスティグマを高める作用があることを示した．また，板山らは

87 例の一般市民を対象として社会的距離で統合失調症へのスティグマを評価した．その結

果，接触あり群となし群ではスティグマの程度に有意な差は認められなかった．このよう

に，接触経験の有無がスティグマに与える影響は議論の余地が残るところであるが，本研

究は 1,225 例の一般健常者を対象とした信頼性の高い解析結果であり，接触経験ありがステ

ィグマを増長することは確かであろう． 

今回の研究対象では，中学生・高校生を持つ母親うちの，65.6%の母親は「中スティグマ」，

または，「高スティグマ」を持っていた．これらの母親に対して，統合失調症へのスティグ

マを減らす方策（教育プログラムや啓発活動）が必要であると考えた．精神障害に対する

認識の普及啓発や相談支援活動の機会が充実した地域は，他の地域より精神障害者に肯定

的認識が高かったと報告している 28)．したがって，精神保健福祉センターにおける相談支

援の充実，統合失調症に関する正しい知識の普及が重要であることは当然であるが，それ

以外に，中学校・高校の相談会や公民館や地域活動センターにおける統合失調症の正しい

知識の普及も必要である．今回のスティグマのリスク因子解析により，統合失調症へのス

ティグマを取り除く教育プログラムをどのように構築するかについてヒントを与えてくれ

ている．たとえば，配偶者なしの母親がもつスティグマは配偶者ありの母親がもつスティ

グマと異なる可能性があり，配偶者なしの母親への啓発活動に特化したプログラムが必要
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となる．また，教育関係や医療関係の職業をもつ母親のスティグマは理性としてはスティ

グマの存在を否定しているはずなのに無意識にスティグマを抱いている可能性がある．こ

のような高学歴な職業人に対する教育プログラムはグループ学習や体験談などに基づくよ

り高度なプログラムの開発が望まれる．さらには，近畿地方以外の地域では，学校生活の

中で近畿地方で行ってきた取り組みを模範とした新たな学習体系を築くことも必要となる． 

本研究には，いくつかの限界と課題があることを明確にしておかなければならない．第 1

に，本研究はインターネットによる調査であるので，日常的にインターネットを利用する

人が本調査の対象者となった可能性がある．したがって，本研究の対象とした中学生・高

校生の子供を持つ母親は，日常的にインターネットを利用する母親に限られており一般人

口を母集団とするサンプルではない可能性がある．第 2 に，本研究においては，地域文化

や心理要素などの因子を含まない．今後は，地域文化や心理要素などの因子も加え研究を

深める必要がある． 

 

結   論 

 

 本研究では，中学生・高校生の母親が持つ統合失調症へのスティグマを高める因子とし

て，居住地（東海・近畿地方以外の居住），配偶者なし，職業（医療・教育・公務員），

および，統合失調症の人との接触経験あり，が明らかになった．この結果から，配偶者な

しの母親や職業として教育関係者，医療従事者および公務員である母親に対して，適切な

啓発活動を行うことにより統合失調症の初期症状の否認と受診回避の原因となりうるステ

ィグマを下げる可能性が示された． 
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表 1 調査対象者の人口統計学的な因子（n=1,225） 

 変数  カテゴリー 人数 パーセント 

年齢（歳） 38-44 611 49.9 

 45-49 488 39.8 

 50-57 126 10.3 

子供の学籍 中学生 625 51.0 

 高校生 600 49.0 

母親の学歴 中学・高校 432 35.3 

 専門学校 186 15.2 

 短大 336 27.4 

 大学・大学院 271 22.1 

現居住地 北海道・東北 154 12.6 

 関東・信越・北陸 560 45.7 

 東海・近畿 335 27.3 

 中国・四国・九州・沖縄 176 14.4 

配偶者の有無 有 1,131 92.3 

 無 94  7.7 

家族構成 核家族 962 78.5 

 その他 263 21.5 

雇用形態 常勤（フルタイム） 204 16.7 

 パート・アルバイト 422 34.4 

 自営業・家業従事・自由業 59  4.8 

 専業主婦 522 42.6 

 内職・その他 18  1.5 

職業 鉱業・建設・製造・エネルギー 120  9.8 

 情報通信・運輸 25  2.1 

 販売・マーケティング 129 10.5 

 サービス業 149 12.2 

 医療・教育・公務員 195 15.9 

 専業主婦 522 42.6 

 その他 85  6.9 

世帯年収（円） 100 万未満 23  1.9 

 100 万-300 万未満 118  9.6 

 300 万-500 万未満 233 19.0 

 500 万-1,000 万未満 672 54.9 

 1,000 万以上 179 14.6 

統合失調症の人との接

触経験の有無 

有 39  3.2 

無 1,186 96.8 

精神保健福祉活動に参

加した経験の有無 

有 102  8.3 

無 1,123 91.7 
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表 2 「Linkスティグマ尺度」のスコア（ｎ=1,225） 

質問項目番号 

最軽スティグマ 軽スティグマ 中スティグマ 高スティグマ 

n % n % n % n % 

Q1 
a
   8  0.7 110  9.0 776 63.3 331 27.0 

Q2
 a
  49  4.0 353 28.8 669 54.6 154 12.6 

Q3
 a
  11  0.9 211 17.2 810 66.1 193 15.8 

Q4
 a
  42  3.4 355 29.0 661 54.0 167 13.6 

Q5 225 18.4 625 51.0 339 27.7  36  2.9 

Q6  54  4.4 343 28.0 670 54.7 158 12.9 

Q7  60  4.9 445 36.3 625 51.0  95  7.8 

Q8
 a
  23  1.9 423 34.5 659 53.8 120  9.8 

Q9  73  6.0 420 34.3 615 50.2 117  9.5 

Q10
 a
  27  2.2 346 28.3 722 58.9 130 10.6 

Q11  40  3.3 330 26.9 691 56.4 164 13.4 

Q12  46  3.7 432 35.3 637 52.0 110  9.0 

Total   4.5  29.9  53.5  12.1 

   a 項目 1，2，3，4，8，10 については，集計や解析上のスコアは 5 から被験者が回答したスコアを引き算した． 
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表 3 人口統計学的因子と「Linkスティグマ尺度」（n=1,225） 

 変数  カテゴリー 人数 

Linkスティグマ尺度 a
 

平均値±標準偏差 P 値 

年齢（歳） 38-44 611 32.9±4.3 0.747 
b
 

 45-49 488 32.7±4.6  

 50-57 126 32.7±4.8  

子供の学籍 中学生 625 32.7±4.2 0.426 
c
 

 高校生 600 32.9±4.6  

母親の学歴 中学・高校 432 32.8±4.3 0.823 
b
 

 専門学校 186 32.8±4.7  

 短大 336 32.9±4.3  

 大学・大学院 271 32.6±4.7  

現居住地 北海道・東北 154 33.3±4.4 0.083 
b
 

 関東・信越・北陸 560 32.9±4.4  

 東海・近畿 335 32.3±4.3  

 中国・四国・九州・沖縄 176 32.8±4.7  

配偶者の有無 有 1,131 32.7±4.4 0.019
*c

 

 無 94 33.8±4.9  

家族構成 核家族 962 32.7±4.4 0.288 
c
 

 その他 263 33.0±4.7  

雇用形態 常勤（フルタイム） 204 33.2±4.9 0.643 
b
 

 パート・アルバイト 422 32.7±4.1  

 自営業・家業従事・自由業 59 32.8±4.8  

 専業主婦 522 32.7±4.5  

 内職・その他 18 32.3±3.2  

職業 鉱業・建設・製造・エネルギ

ー 

120 32.3±4.4 0.036
*b

 

 情報通信・運輸 25 31.6±5.4  

 販売・マーケティング 129 33.0±4.4  

 サービス業 149 33.0±4.2  

 医療・教育・公務員 195 33.6±4.5  

 専業主婦 522 32.0±3.6  

 その他 85 32.7±4.5  

世帯年収（円） 100 万未満 23 33.9±5.6 0.828 
b 

 100 万-300 万未満 118 32.9±4.7  

 300 万-500 万未満 233 32.7±4.2  

 500 万-1000 万未満 672 32.8±4.4  

 1000 万以上 179 32.8±4.5  

統合失調症の人との接

触経験の有無 

有 39 35.0±5.0 0.002
*c

 

無 1,186 32.7±4.4  

精神保健福祉活動に参

加した経験の有無 

有 102 33.7±4.9 0.027
*c

 

無 1,123 32.7±4.4  

   a Link スティグマ尺度の合計スコアの平均値±標準偏差は 32.8±4.4（点）（18－48 点）. 

   b 分散分析（ANOVA）. 

   c Welch のｔ検定及び Student のｔ検定. 

   * P 値<0.05.  
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表 4 Linkスティグマ尺度のスコアと関連要因との重回帰モデル 

変数 係数 標準誤差 P 値 

95%信頼区間 

VIF 
上限 下限 

(定数) 33.660 0.471 <0.001 32.736 34.584  

統合失調症の人との接触経験の有無  2.092 0.718  0.004  0.683  3.501 1.012 

(職業)医療・教育・公務員  0.913 0.343  0.008  0.240  1.586 1.001 

(現居住地)東海・近畿 -0.676 0.281  0.016 -1.228 -0.124 1.001 

配偶者の有無 -0.973 0.474  0.040 -1.903 -0.043 1.013 

   Link スティグマ尺度のスコア =  

      2.092 × (1=統合失調症の人との接触経験あり; 0=なし) 

    ＋0.913 × (1=職業が医療・教育・公務員; 0=当てはまらない) 

    －0.676 × (1=居住地が東海・近畿; 0=当てはまらない)  

    －0.973 × (1=配偶者あり; 0=なし)  

    ＋33.660 
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付録 I: Link スティグマ尺度 (統合失調症に適応バージョン)   

あなたがお住まいになっている地域の方々が，統合失調症の人のことをどう思っているか

について，あなたの意見をお伺いします．以下の４段階のうち，あてはまるものをお答え

ください． 

番号 質問項目 

Q1* 多くの人は，統合失調症の人を親友として喜んで受け入れるだろう． 

Q2* 多くの人は，統合失調症の人を平均的な人と全く同じくらい知的であると信じている． 

Q3* 多くの人は，統合失調症の人を平均的な人と全く同じくらい信用できると信じている． 

Q4* 
多くの人は，統合失調症の人で，現在は回復した人を，公立校の幼い子供の教師として受

け入れるだろう． 

Q5 多くの人は，統合失調症は人として失敗のしるしだと感じている． 

Q6 
多くの人は，たとえその人がかなり長い間良い状態を保っていても，統合失調症の人を子

供の世話のために雇わないだろう． 

Q7 多くの人は統合失調症の人を軽視している． 

Q8* 多くの雇用者は，その人に仕事をする資格があるならば，統合失調症の人でも雇うだろう． 

Q9 多くの雇用者は他の応募者の方を選んで，統合失調症が回復した人の応募をけるだろう． 

Q10* 地域の多くの人は，他の誰かを扱うのと全く同じように，統合失調症の人を扱うだろう． 

Q11 多くの若者は，統合失調症の若い男女とデートしたがらないだろう． 

Q12 
多くの人は，ひとたび，ある人が統合失調症であると知ってしまったら，その人の意見を

あまり真剣に聞き入れなくなるだろう． 

回答法：以上の項目それぞれを「1.全くそう思わない（1 点） 2.あまりそう思わない（2

点） 3.少しそう思う（3 点） 4. 非常にそう思う（4 点）」で記入した． 

* 項目 1，2，3，4，8，10 のスコアは 5 から被験者が回答したスコアを引き算した． 


